
2,000万円

500万円

150万円

令和 6      （2024） 年12月27日まで



次の①～④の
全てに該当する企業

※ここでは
「企業＝会社法に規定する会社」と
します。

①福島県内に本社を有しておらず、

②補助金で整備した施設を
５年以上維持・運営する見込みのある企業

③令和７年度末までに、福島県外から福島県内に
転入した社員を ２名以上配置する企業

社会・地域貢献または地域課題解決等の
④補助金で整備した施設を拠点に、

CSV経営に取り組む意思のある企業

次のいずれかに該当する企業

④環境整備費（テレワーク環境を整備するための
設備費や消耗品費）

⑤賃借料（事業期間中における施設の賃料）

※敷金、礼金等は対象外です。

①建物取得費（施設の取得に要する経費）

※土地取得等に係る経費は対象外です。

②改修工事費（改修のための工事費）

③役務費（施設への引越・移転に係る経費）

補助率

対象経費の 3/4 まで

補助上限額

建物取得あり

建物取得なし
（賃借）

2,000万円

500万円

令和６年度の事業期間中に、

福島県外から福島県内への

転入社員を配置した場合

1人につき 30万円 を加算!

※最大５名、計１５０万円まで

※既に自社で整備しており、福島県内に所有しているサテライトオフィスの拡充は、こ
の補助制度の対象になりません。

※また、令和６年度に施設整備が完了しても、令和７年度末までに転入社員が２名
以上配置されなかった場合は、補助金を返還していただきます。

令和6年度

（2024年）

◆サテライトオフィス等に出勤した社員が、主にテレワークにより事業を実施する
企業（日本標準産業分類における「情報サービス業」、「インターネット付随サービ
ス業」、「映像・音声・文字情報制作業」、「広告業」等の業種とする。）
◆福島県が取り組む「転職なきふくしまぐらし。」推進事業及びパラレルキャリア人
材共創促進事業への参画企業

※令和７年２月２０日までに完了
する事業が対象となります。

なお、完了日については、計画書
における施設等の整備が完了した
日となりますが、加算金を含む場
合は社員の転入日（住民票の異動
を伴う）となります。

首都圏等の企業が、県内にサテライトオフィス等の拠点を設け、

テレワークにより事業内容や取引先等を変えずに、

ゆとりある勤務環境を実現する際の

施設整備費用の一部を最大２，０００万円まで補助します。


